
災害の軽減に貢献するための

地震火山観測研究計画（第２次）

令和5年度 年次報告

気象庁
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課題内容 JMA- 研究課題名
01 地震活動・地殻変動監視の高度化に関する研究
02 地殻変動観測等に基づく火山活動評価の高度化に関する研究
03 火山活動に伴う地殻変動の把握及び評価
04 地球電磁気学的手法による火山活動評価の高度化
05 化学的手法に基づく火山活動監視・予測に関する研究
06 地震動・津波即時予測の高度化に関する研究
07 火山噴出物の監視技術とデータ同化に基づく輸送予測に関する研究
08 火山活動の総合判断
09 地震観測、地殻変動観測
10 潮位観測
11 地磁気精密観測
12 全国における火山観測の強化
13 地磁気観測成果のデータベース化
14 全国地震カタログの作成
15 火山現象に関する基礎データの蓄積と活用
16 地震・津波・火山防災情報の改善に係る知見・成果の共有
17 防災・減災に関する知識の普及啓発

モニタリング

即時予測

推進体制の整備

社会との共通理解

気象庁が担当する研究課題
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JMA_01 地震活動・地殻変動監視の高度化に関する研究 気象庁気象研究所

能登半島における群発地震活動と潮汐
との関係

ETASモデルとひずみ速度の調査

2018年1月～2022年12月，M 
1.3以上，フラグKkA，30 km
以浅
※領域Sは深さ14 kmを境に
活動様式が異なるため，浅
部Ssと深部Sdに分けた

領域Sd

能登半島における群発地震活動について潮汐との関係を
調査した結果，南東部の深さ14kmより深い領域の活動
のみ潮汐相関が示唆された．深部流体によって断層面が
強度低下し，潮汐力の影響を相対的に受けやすいことを
反映している可能性がある（Hirose et al., 2024）．

• 自動震源カタログを用い，全国を分割したグリッド毎
にETASモデル解析を行った．東北地方太平洋沖地震前
を元にした2011年4月の背景地震活動比は平均で2～3
倍高くなり，GNSSデータから求めた最大せん断ひずみ
速度比との間には正の相関が見られた．

• ETASモデルによる予測地震数と観測地震数の比
（Nobs/Nexp）は最大せん断ひずみ速度比との正の相
関が最も高く，2012年2月のデータまで拡張しても同
様の傾向が見られた．最大せん断ひずみ速度が，ETAS
モデルの高精度化に有効である可能性を示唆している．

観測地震数Nobs

地震前の
背景地震活動度

地殻最大せん断ひずみ比
（対数）

観測地震数／ETASモデ
ル予測数比（対数）

東北地方太平洋沖地震前後の変化

log(Nobs /Nexp) log(γ/γbk)

溜渕・ほか (2023)
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JMA_02 地殻変動観測等に基づく火山活動評価の高度化に関する研究 気象庁気象研究所

火山活動活発化や噴火へ至るプロセスの解明 監視観測データの活用の高度化
火山内部の状態監視や活動の異常検出を目指して、伊豆大島に地震波
干渉法を適用し、地下の速度構造の時間変化を検出した。地震波速度
の時間変化と地殻変動との相関を確認するとともに、空間パターンを
分類した。

検出した地震波速度変化と
GNSS観測から推定される地
殻変動源体積変化．

（左）地震波速度変化パターンのクラスタリング結果（樹形図）．
（右）クラスター別分布．変化のパターンは地下構造との関係を示唆．

クラスター分析による地震波速度変化の空間パターン分類

産業技術総合研究所
『伊⾖⼤島⽕⼭地質図（暫定版2021）』 を使用

逆位相

全ペア平均と類似
全ペア平均と逆位相

（北北西－南南東方向）
分
布

UAV
（本研究）有人航空機

技術開発
・夜間の空中熱赤外観測⇒地表面温度分布
・放熱率の推定

重力

UAVを用いた
空中熱赤外観測

（左）三原山地表面温度の例．
（右）三原山からの放熱率時系列．

フリーエア効果予測値で補正した三原山での重力変化観測値（●、
●）とマグマ頭位の変化に伴い予想される重力変化（ ）。

技術開発
・個体特性補正によるデータ高精度化
・GNSS観測による高さ変化の補正

伊豆大島において、中央火道中のマグマ上昇に伴う異常検知や活動評
価への適用に向けて、UAVを用いた空中熱赤外観測と重力について
の観測・解析技術開発を行った。いずれのデータもマグマ上昇を示唆
する変化は認められていない。

Kagiyama (1985)
気象庁 (2008)
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JMA_03 火山活動に伴う地殻変動の把握及び評価 気象庁地震火山部

口永良部島の干渉SAR解析結果例

差分干渉解析結果
古岳火口周辺の数百ｍ
（黒色破線内）の範囲
で衛星に近づく変動が
認められた

古岳火口

新岳火口

※新岳付近、古岳の西側、
島の東側の赤色部分は
観測値が得られなかっ
た部分です。

浅間山のGNSS連続観測の解析結果

〇 令和５年度において国内の活火山を対象に、火山活動を把握する目的で、GNSSと傾斜計に
よる観測のほか、だいち２号（ALOS-2）のSAR解析を行った。

〇 口永良部島では、５月頃から古岳付近の数百ｍの範囲で衛星に近づく方向の変動が確認さ
れたが、９月以降はノイズレベルを超える変動はみられない。

○ 浅間山では2023年３月中旬以降、西側での膨張を示唆する傾斜変動が観測され、GNSS観測
でも山体西側を挟む基線の伸びが認められた。その後、11月頃からは停滞している。

圧力源

圧力源は山体西側の海面下3200ｍに求められ、浅間山西麓での
マグマの蓄積を示すと考えられる
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JMA_04 地球電磁気的手法による火山活動評価の高度化 気象庁地磁気観測所

GNSS真方位観測
・3成分絶対観測

全磁力毎日値
ノイズリダクション

偏角伏角測定器の
開発

DI効果（＝局所的な磁場の方位の差異
により生じる全磁力の見かけ上の差）を
即時に補正するアルゴリズムを開発した

火口地下の熱源位置決定の精度
向上のため新たな観測を実施した 様々な火山においてDI効果を

補正し火山性の磁場変動を
抽出するために必要な、各観測
点における偏角と伏角を測定
するための測器開発を行った

6
64



JMA_05 化学的手法による火山活動監視・予測に関する研究 気象庁気象研究所

火山ガス活動のモニタリングに
関する研究

化学分析に基づく火山活動の理解
に関する研究

吾妻⼭、箱根⼭、草津白根⼭及び霧島⼭等の活動的⽕
⼭において直接採取した⽕⼭ガスや熱水の化学組成及び
安定同位体比、並びに⽕⼭灰に付着した⽕⼭ガス由来成
分等の分析を通じて⽕⼭ガス活動の理解を深め、個々の⽕
⼭における⽕⼭ガス活動の機構の解明を目指した。

2023年5～10月に
活動異常を検知

霧島硫黄⼭の熱水の定点観測結果
熱水のCl/SO4比の時間変化と地震回数。熱水の化学組
成（Cl/SO4比）を分析し、2023年５月から活動が高ま
り、その後10月にピークを迎えたことを捉えた。
（※本研究の一部には次世代⽕⼭研究・人材育成総合プロジェク
トによる研究費を使用した。）

⽕⼭ガスの放出率や組成をモニタリング・評価する技術を開
発した。多成分⽕⼭ガス連続観測装置によるガス成分比の
モニタリング技術の向上を図った。SO2放出率連続観測手
法の開発研究について、阿蘇⼭での試験観測では、年間を
通したスケジュール運用に成功した。

阿蘇⼭でのSO2連続観測の結果
この連続観測システムでは、30分⼤気解析GPVを準定常
ガス拡散モデル（河波・他，2023）に適用して二酸化硫
黄カラム濃度の理論値を計算し、観測値とのフィッティングで
二酸化硫黄放出率の検量を可能とした。
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JMA_06 地震動・津波即時予測の高度化に関する研究 気象庁気象研究所
津波即時予測の高度化に関する研究地震動即時予測の高度化に関する研究

面的予測のため、J-SHISの面的なPGVの表層地盤増幅率と地震動
即時予測シミュレーションを組み合わせたサイト特性補正手法
を検討。

機械学習により単独観測点の観測波形から即時推定した地震動
伝播方向をALPHA法（距離減衰を導入したPLUM法）に応用。
周辺観測点の観測値を待たずに距離減衰を推定でき、地震動即
時予測の迅速化や精度向上を期待。 小寺(2023, 地地 学会)

発生から

約44秒

約24秒

（例） ・ K-NET/KiK-net強震波形を使用（地動速度に変
換時に20秒のHPFを適用）

・ 速度エンベロープに変換し地盤増幅率で補正し
てシミュレーションへ入力。

・ 出力に地盤増幅率を適用し、速度から計測震度
に変換し観測値と比較。

解析波動場
10秒後予測

2016年福島県沖地震の事例解析により、津波伝播数値計算手
法がもたらすエネルギー散逸効果を調査した。津波伝播過程の
1つである移流の計算で生じる数値散逸が、現実の物理散逸の
代替を担い、観測波形の再現に寄与している可能性があること
を示した。

2024年1月1日能登半島地震による津波の研究(令和5年度末現在継続)

・津波逆伝播から、波源が能登半島の東北東方向の沖合まで
及ぶと判明
・富山の検潮所近傍にも波源が存在する可能性を示唆
・富山湾の津波現地調査を実施し、気象庁として調査結果を
速報

⇒ この例では距離減衰推定のための仮想震源の深さの値が早く安定し、かつ
深い値（深い地震のため距離減衰がより適切）が得られた。

機械学習による伝播方向即時推定 距離減衰の推定(ALPHA法)
※ALPHA法では観測点直下に仮定した震
源(仮想震源)を用いて距離減衰を計算

対馬(2023, JpGU)

小木曽(2023, JpGU)

報道発表資料の一部：
地震調査委員会(2024.1.15, 2.9),気象庁(2024.2.8など)
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JMA_07 火山噴出物の監視技術とデータ同化に基づく輸送予測に関する研究 気象庁気象研究所

気象研究所Xバンドマルチパラメータレーダー（MRI-XMP）によ
る噴煙観測と二次元ビデオディスドロメータ―（2DVD）による
降灰観測を実施し、その観測結果を用いて、噴煙に含まれる⽕
⼭灰等の分布を定量的に推定する手法の開発を行った。

気象衛星ひまわりの観測データを用いた⽕⼭灰雲の解析値を気
象庁移流拡散モデル（JMA-ATM）の初期値にデータ挿入法
を用いて反映させる仕組みを⽕⼭灰データ同化・予測システムに
実装し、⽕⼭灰雲の定量的な予測が可能であることを示した。

火山灰データ同化・予測システムの構築気象レーダー等による噴火現象の観測

桜島火口

反射強度
（観測値）

反射因子差
（観測値）

(dBZ)

(dB)

log(g/m3)

火山灰濃度
（推定値）

2019/10/14 09:39:36(JST)

MRI-XMPによる二重偏波パラメータ（反射強度・反射因子差）を用いて
噴煙内部の⽕⼭灰濃度を推定した例

（2019年10月14日桜島（南岳）噴⽕の事例）

FT=1 FT=2 FT=3

衛星
解析
（気柱
積算）

予測
（気柱
積算）

予測
（濃度）

ひまわり8号観測データから作成したJMA-ATMの初期値を用いて
⽕⼭灰雲の濃度を予測した例

(2018年4月4日新燃岳噴⽕の事例) 9
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JMA_08 火山活動の総合判断 気象庁地震火山部

〇令和５年度は、新たな体制となった火山噴火予知連絡会において、第
152回（令和５年７月12日）及び第153回（令和６年２月20日）の火山噴
火予知連絡会定例会を開催し、全国の火山活動の状況について取りまと
めた。

〇口永良部島では、約200年噴火が発生していない古岳火口で火山活動が
活発化したことから、火山活動評価検討会の地域会合を開催し（令和５
年９月５日）火山活動の総合判断を行った。

〇火山調査研究検討会の設置に向けた準備会では、火山噴火に伴うハ
ザードの評価も行うとしている噴火災害特別委員会について、緊急時に
機能するための平時の備えについて検討した。

第153回火山噴火予知連絡会（ハイブリット開催）
10
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※※当面は、調査検討会の設置に向けた準備会で検討を始めるための準備作業を進める

※※
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JMA_09 地震観測、地殻変動観測 気象庁地震火山部

12

地震調査のための一元的データ収集・解析地震・津波観測から情報を発表するまで

緊急地震速報

津波警報等

地震情報

南海トラフ地震臨時情報

処理・通信システム
○観測データの収集
○緊急地震速報の作成・発表

職員による24時間監視体制
○観測データのチェック、解析
○津波警報・注意報の作成、発表
○地震情報、津波情報等の作成、発表

地震活動等総合監視システム

解析・予測 情報

観
測
デ
ー
タ

⇒地震津波情報の発表（本庁／大阪）

情
報
発
表

沖合の津波観測施設
海底津波計 GPS波浪計

地震観測網

震度観測網

●気象庁 303箇所

●気象庁 671箇所

●他機関・自治体
約3700箇所

●他機関・自治体
約1500箇所

●気象庁 6箇所

●他機関 約230箇所

ひずみ観測網

●気象庁 35箇所

●他機関 14箇所

沿岸の潮位観測施設

●気象庁 75箇所

●他機関・自治体等
約100箇所

観測

令和５年７月現在

地震火山部
地震情報企画官 手話通訳者

令和６年１月１日18:10

地震発生２時間後

津波注意報解除時

地震火山部
地震津波監視課長

手話
通訳者

令和6年能登半島地震 記者会見

地震調査委員会提出資料
例：2024年1月2日 臨時会（令和6年能登半島地震）

令和６年１月２日10:32 70



JMA_11 地磁気精密観測
JMA_13 地磁気観測成果のデータベース化 気象庁地磁気観測所

地磁気観測データの
データベース化

地磁気4成分
精密観測

印画紙記録の
デジタルデータ化

気象庁地磁気観測所の観測点配置

地磁気水平成分[H]の毎時値プロット
（2019年～2023年）

地磁気精密観測を安定的に実施し、磁
場データをリアルタイムで提供した。

定期的に絶対観測及び観測値の較正を
行った。

定常観測点の観測データを当所のデー
タベースに登録・公開するとともに、
国際的なデータセンターに提供した。

データの引用・追跡を容易にするため、
観測データ・カタログにDOI（Digital 
Object Identifier）を付与した。

地磁気水平成分[H]の永年変化

データ・カタログのダウンロードページ

女満別

柿岡

鹿屋
父島

印画紙に記録された過去の地磁気アナ
ログデータの画像データ化と数値化を
進め、毎分値・7.5秒値を作成・公開
した。

地磁気アナログデータ（印画紙記録）

地磁気デジタルデータ
（上記印画紙記録を処理）

令和元年度～5年度（2019～2023年度）の成果
13
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JMA_12 全国における火山観測の強化 気象庁地震火山部
観測成果の公表連続的な火山観測

機動観測等による繰り返し観測
全国の50火山につい

て、全国４か所の火山
監視・警報センターに
おいて、地震計、空振
計、GNSS、監視カメラ
等による連続的な監視
観測を継続した。

全国の活火山について、GNSS繰り返し観測、熱
観測等の調査的な機動観測を計画的に実施した。
また、阿蘇山、桜島等の二酸化硫黄ガス放出が継
続している火山については、COMPUSSによる火山
ガス放出量の観測を実施したほか、関係機関の協
力を得て上空からの観測を繰り返し実施した。ま
た、ドローンによる可視・熱赤外観測を倶多楽、
吾妻山、弥陀ヶ原、口永良部島で実施し、火山活
動評価に活用した。

各種監視観測で得られた成果は、噴火警報、火
山の状況に関する解説情報、火山活動解説資料等
の防災目的の情報や資料として公表した。また、
気象庁のホームページで常時観測火山（50火山）
の観測データを掲載しているほか、防災科学技術
研究所が運用しているJVDNでは引き続き気象庁の
地震計等のデータを公開している。

14
72



JMA_14 全国地震カタログの作成 気象庁地震火山部
地震カタログの作成・公開

令和５年度に2021年4月～2022年9月の地震月報
（カタログ編）を公開した。

震源過程解析
2023年５月５日の能登半島の地震（M6.5）に
ついて近地強震波形を用いた解析、2024年１
月１日の地震（M7.6）について海外の広帯域
地震波形を用いた解析を行った。解析結果は気
象庁HPに公開した。

令和６年能登半島地震
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JMA_15 
火山現象に関する基礎データの蓄積と活用 気象庁地震火山部

〇常時観測火山（50火山）について、地震計、空振計、GNSS等の観測データ
を常時収集するとともにデータの解析を行い、それらの成果を蓄積。

〇全国の活火山について、計画に沿って地震観測、GNSS繰り返し観測、熱観
測等の調査的な機動観測を実施。得られた観測データを解析・蓄積。

〇令和５年度については、桜島、諏訪之瀬島、硫黄島、西之島において噴火
が発生。吾妻山、阿蘇山、霧島山（新燃岳）、霧島山（えびの高原（硫黄
山）周辺）、口永良部島等において火山活動の高まり。

〇蓄積データは、引き続きデータベース化。
〇監視・観測の成果は、火山活動評価に活用するとともに、気象庁HPで速報

的に公開。噴火警報等の防災情報、火山活動解説資料等、防災目的の資料
等に随時利用。定期的な資料として、月毎の火山活動解説資料（定期）や
年報として各火山の活動状況をとりまとめ、気象庁HP で公表。引き続き、
WEBで各火山の火山防災協議会と観測データや火山活動解説コメントを共
有。
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火山観測データの速報的な公開
観測成果の活動評価と

防災資料への活用

17
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JMA_16 地震・津波・火山防災情報の改善に係る知見・成果の共有 気象庁地震火山部

○緊急地震速報（警報）の発表条件 赤字：変更点

発表
条件

震度５弱以上を予想した場合
＋（または）

長周期地震動階級３以上を予想した場合

対象
地域

震度４以上を予想した地域
＋（または）

長周期地震動階級３以上を予想した地域

火山噴火応急支援サイト
（令和２年３月運用開始）

火山噴火後の救助・捜索活動
及び的確な防災対応を支援す
るため、最新の観測データを用
いて火山の活動状況を解説す
る。そのため、自治体との双方
向での情報交換を行う。

火山噴火応急対策支援サイト
（Webを強化・拡充）

火山監視・警報センター

北海道・三陸沖後発地震注意情報
日本海溝・千島海溝で想定されている巨大
地震の想定震源域やその周辺でMw7.0以上
の地震が発生し、大規模地震の発生可能性
が平常時より相対的に高まっている際に情
報発表（R04.12.16～）

緊急地震速報の改善
・緊急地震速報の発表条件に長周期地震動階級の予測値
を追加して提供。長周期地震動階級３以上を予測した場合
でも、緊急地震速報（警報）を発表（R05.02.01～）。

・緊急地震速報の震源推定手法を改善することで揺れの
過大予測の低減(R05.09.26～）。

一般向けHPの強化も推進

これまで

変位M
IPF法に用いた振幅値を

利用

別手法のM

複数の震源推定手法の結果を同一地震判定した上で利用
震源推定手法 マグニチュード

同
一
地
震
判
定

別手法A

別手法B

IPF法

観測データ

観測データ

観測データ

改善後
全ての観測データをIPF法で処理し震源推定手法を一本化

IPF法

震源推定手法 マグニチュード

変位M

速度M
Mの⼤きさによって、適
切な計算方法を使用

すべて
の観測
データ

南海トラフ沿いの地震活動・地殻変動の常時監視と
「南海トラフ地震に関連する情報」の発表

・国土地理院、海上保安庁、防災科学技術研究所、産業
技術総合研究所、静岡県、大学など関係機関の協力を
得て、地震計、地殻岩石ひずみ計などによる常時監視
・南海トラフ沿いで発生した異常な現象を観測した場合等
に「南海トラフ地震臨時情報」を発表

日本海溝海底
地震津波観測網

の活用

防災科学技術研究所
のS-net観測データを、
R01.06.27～活用開始
（海溝軸外側の観測網
についてはR02.03.24～
活用開始）

画像提供：
防災科学技術研究所
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JMA_17 防災・減災に関する知識の普及啓発 気象庁地震火山部

普及啓発の取組を進めるにあたっては、関係機関と連携して活動することを推進

24年12月の全国訓練の風景
（高知県高知中学高等学校）

学校における訓練実施の
働きかけ（岩手県釜石市）

緊急地震速報全国訓練
参加自治体（住民に伝達）
・令和２年11月：約９００
・令和３年11月：約９５０
・令和４年11月：約８９０
・令和５年11月：約９５０

学校における防災教育支援
（北海道白糠小学校）

リーフレット

「津波防災の日(11月５日)」
(世界津波の日)に併せて内
閣府が全国の市町と共催
する地震津波防災訓練に、
地方気象台が参加・協力

ポスター リーフレットDVD

【緊急地震速報】 【津波防災】

【長周期地震動】

【陸域の浅い地震】

平成28年熊本地震の

教訓を踏まえ、気象庁
と文部科学省の共同で

パンフレット「活断層の
地震に備える」を作成
（令和5年に全国版改定）

地域特性に合わせて作成

「長周期地震動階級」などの認知度が低い
ため、高層ビルが集中している三大都市圏
（首都圏・中京圏・近畿圏）を中心に、関係
機関と協力し、高層ビルの管理者や住民に
ターゲットを絞った普及啓発活動

セミナー等での講演
（新宿防災week）

防災イベントの開催
（そなエリア）

【巨大地震対策（南海トラフ・日本海溝・千島海溝）】

南海トラフ地震や日本海溝・千島海溝
沿いの巨大地震そのものの知識や、
発表する情報の内容・発表条件等に
ついて普及啓発。
・内閣府と連携してパンフレット等を作成

・気象庁HPやSNS等を活用した周知
・講演会等の実施 等

津波フラッグ
（公財） 日本ライフセービング協会提供

「世界津波の日」
高校生サミット

YouTubeの活用

８月26日が「火山防災の日」となっ
たことを契機とした普及啓発
・ポスターを制作
・パンフレット、リーフレットを作成
・気象庁HP特設サイトの開設準備

【火山防災】

巨大地震対策オンライン講演会

パンフレット

マンガ
小冊子

X（旧Twitter）

での周知 火山防災の日
特設サイト

ポスター
リーフレット

ポスター
（東京消防庁と共同作成）

1977




